
第4次山梨県食の安全・安心推進計画の構成案 資料２

基本施策 施策の展開 具体的取り組み

①生産者・事業者と消費者との意見交換の促進

基本施策３

生産者、事業者と

消費者の相互理解

と信頼関係の確立
①食に関する学習機会の提供

②正確な情報発信による事業者と消費者の相互理解の

促進 ★

(１)生産者・事業者と消費者と

のコミュニケーションの促進

(２)消費者理解の推進

基本施策２

消費者の信頼に応

えるための正確な

情報提供の推進

①関係法令に基づく食品表示の監視指導の実施 ★

②食品表示ウォッチャーによるモニタリング調査の実施

③原産地に関する情報提供の充実

①生産者や事業者の履歴情報の記録・保存の促進

②トレーサビリティ制度の推進

③食の安全に関する情報提供の推進

(１)適正な食品表示の確保

(２)食の安全に関する情報の

収集と提供の推進

基本施策１

生産から消費の各

段階における食の

安全性の確保

①安全・安心な農林畜水産物を生産するための監視・指

導の充実

②ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰ等の生産工程管理の普及・促進

③持続可能な農業生産に向けた取り組みの推進 ★

④各種認証制度の運用

①製造・加工・販売における監視・指導の強化

②ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理体制の促進 ★

①食の安全・安心に係る各種相談

①県民からの危害情報などに基づく立入検査や措置勧

告の実施

②農林水産物の出荷制限の実施

③自主回収についての指導・相談対応

①食品衛生確保のための調査研究

②安全・安心な農林畜水産物生産を目指した調査研究

(１)生産段階における安全性

の確保

(２)製造・加工・販売段階にお

ける安全性の確保

(３)消費段階における安全性

の確保

(４)健康被害の未然防止

(５)適切な施策実施のための

調査研究の推進

①食の安全に係る専門的な知識を有する人材の育成

②地域の活動主体となる人材の育成

①国､市町村、団体等との連携等

②危機管理体制の整備等

③食の安全・安心に対して県民意見を反映できる体制

整備

基本施策４

食の安全・安心確

保のための体制の

整備

(１)食の安全を担う人材の育成

(２)国や関係者と連携した取組

の推進

｢多様化する食品提供の形態｣、｢全国的な食中毒発生件数の増加｣ ⇒ 基本施策１（２）①②策１（２）②製造

様々な状況をふまえて、事業者に対し、食中毒発生防止対策について、施設の監視指導や食品衛生に係る講習会等で知識等の啓発、指

導助言を実施する。

｢機能性表示食品等にかかる「健康被害に関する届出制度の義務化｣ ⇒ 基本施策１（２）①、（４）①③

機能性表示食品等による健康被害情報の届け出が法律により義務化されたため、健康被害発生時に遅滞なく情報提供が行われるよう、

食品営業施設等への監視指導時や食品等事業者向け講習会等の機会を活用し、制度の周知徹底を図る。

★は重点的に取り組む事項

取り組むべき主な課題と取組内容

・加工・販売における監視・指導の強

｢食料の安定確保｣、｢SDGｓの目標達成に向けた機運の高まり｣への対応 ⇒ 基本施策１（１）③ ★基本施策１（１）③製造

食料自給率の向上やSDGｓの達成に向けた持続可能な農業生産を実現するため、環境負荷の少ない有機農業等の推進や、地球温暖化

抑制に貢献する４パーミルイニシアチブの普及・啓発、家畜の飼育環境に配慮したアニマルウエルフェアなどの取組を引き続き推進する。

・加工・販売における監視・指導の強

｢食品関連制度の改正｣、｢食物アレルギー表示義務品目の追加｣ ⇒ 基本施策２（１）① ★基本施策１（２）②製造

食物アレルギー表示義務品目の追加など、事業者等が食品表示関連制度の改正に対応し、消費者に対して正確な情報提供ができるよう、

食品表示合同調査や食品表示ウオッチャーからの情報等をもとに実施する調査及び食品関係講習会において、適正な食品表示に向け

た監視指導及び普及啓発を行う。

｢SNSの普及による食に関する情報の氾濫｣ ⇒ 基本施策３（２）② ★基本施策１（２）②製造

食に関する様々な情報があふれる中から、消費者が正確な情報に基づいて行動することができるよう、テレビやHP、SNS、広報紙面など

多様な媒体を活用した、幅広い世代にわかりやすく正確な情報発信を推進する。

｢HACCPに沿った衛生管理の制度化｣ ⇒ 基本施策１（２）①② ★基本施策１（２）②製造

食品衛生法の改正によるHACCPに沿った衛生管理の制度化に対応するため、食品等事業者の施設の状況や取り扱い食品ごとの特性等

を踏まえ、HACCPに沿った衛生管理のより効果的な運用にむけた助言・指導を実施する。

｢SDGｓの目標達成に向けた機運の高まり｣ ⇒ 基本施策３（２）② ★基本施策１（２）②製造

食品ロス削減を推進するにあたり、飲食店等における食べ残し料理の持ち帰りについて、「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」に基づき

食中毒のリスクを十分理解したうえで衛生管理に注意して行うように飲食店及び消費者へ普及啓発を行うなど、理解の促進を図る。


